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１．平成18年６月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月中間期 2,604 31.7 113 － 101 －

17年６月中間期 1,977 － △75 － △106 －

17年12月期 6,063 215 162

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年６月中間期 53 － 1,426 32 1,390 68

17年６月中間期 △85 － △5,209 86 －  

17年12月期 58 1,774 82 －  
（注）①持分法投資損益 18年６月中間期 －百万円 17年６月中間期 －百万円 17年12月期 －百万円

②期中平均株式数 18年６月中間期 37,607株 17年６月中間期 16,450株 17年12月期 32,900株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。なお、中間財務諸表　

　については、平成17年６月中間期より作成しているため、平成17年６月中間期の対前年中間期増減率は記載しておりません。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 3,300 865 26.2 22,246 54

17年６月中間期 3,708 524 14.1 31,857 28

17年12月期 2,868 664 23.1 20,192 84
（注）①期末発行済株式数 18年６月中間期 38,900株 17年６月中間期 16,450株 17年12月期 32,900株

②期末自己株式数 18年６月中間期 －株 17年６月中間期 －株 17年12月期 －株

(3）キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年６月中間期 △258 △13 418 912

17年６月中間期 － － － －

17年12月期 － － － －

２．平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 6,960 170 95

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　2,442円15銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の４ページを参照して下さい。

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当額（円）

  中間期末  期末  年間

17年12月期 ― ― ―

18年12月期（実績） ― ― ―

18年12月期（予想） ― ― ―
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１．企業集団の状況
　当社は、子会社及び関連子会社を有しておりませんので、当該事項はありません。

２．経営方針
（1）会社経営の基本方針

　当社は、創業以来、ハウスフリーダムという社名が表すように、不動産業界の慣習にとらわれず革新的な経営姿勢で、

新風を巻き起こす企業を目指すべく活動してまいりました。社訓として「挑戦こそ進歩であり、広がる未来への入り口

である」、また「我々は、住宅産業を通じて価値創造し、人々に夢と希望の創出を永続することが、社会貢献であり、

企業としての宿命であると考える」という経営理念を掲げ運営しております。

　現在では、当社の各店舗周辺の地域社会に一定の認知と支持をいただいており、今後も当社事業の特徴である「不動

産仲介事業を基盤として、新築戸建分譲事業等周辺事業分野とのシナジー効果を発揮する事業構造」のビジネスモデル

を確立し、多店舗展開をする不動産ベンチャー企業を目指したいと考えております。

（2）会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、株主への利益還元を経営上の重要課題と位置づけしております。しかしながら、当社は社歴も浅く、経営基

盤及び財務安全性の確保を優先課題とする必要性から、内部留保の充実を優先し創業以来配当を実施しておりません。

今後の配当政策としては、事業成長に必要かつ充分な内部留保を確保する政策をとりつつも、当社の経営成績及び財政

状態並びに事業計画の達成度などを総合的に判断し、株主に対する利益還元を積極的に実施していく方針です。

（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　当社は、投資単位の引下げが株式の流動性の向上と個人投資家の株式購入意欲の向上に有効な施策と理解しておりま

す。現時点におきまして方針は定めておりませんが、今後、株式市場の動向を注視しつつ、当社の業績や株価水準、需

給の状況等を総合的に勘案して検討していきたいと考えております。 

（4）目標とする経営指標

　当社は、同業他社との差別化としてユニークなビジネスモデルを運用しており、あくまでも不動産仲介事業を基盤と

して地域密着スタイルの総合不動産サービスの提供を目指しております。従いまして、闇雲に新築戸建分譲事業を拡大

するのではなく、中核となる不動産仲介事業とのシナジー効果を十分に活用し、より高収益体質の構築に努めてまいり

ます。

　また、財務体質の更なる改善並びに頑強な経営基盤の確立は、最重要かつ最優先課題と認識し鋭意取り組んでおりま

す。

（5）中長期的な会社の経営戦略

　当社の中長期的事業成長と継続的な企業価値の向上において、優秀な人材の獲得、定着化、人材育成教育の実施は、

欠かすことのできない重要課題として全社を挙げて注力していきたいと考えております。

　また、当社のサービス、商品のブランド価値の向上に一層力を入れるため、積極的なマーケティング、広報活動を行

います。更に、個人投資家イコール潜在的な住宅購入顧客の観点から、戦略的なＩＲ活動も実施する計画でありま

す。

　特に、新築戸建分譲事業（土地仕入等）における財務的把握、分析、管理は重要であると認識し、多様な資金調達手

段等により借入条件の改善を図り、財務体質の戦略的かつ継続的なレベルアップを行う方針であります。 

（6）対処すべき課題

　住宅産業においては、晩婚化や少子化問題またはライフスタイルの変化等の影響から、人口の減少傾向が明らかな社

会状況にあります。よって、長期的かつマクロ的には、新築住宅建築市場の規模縮小は避けられないものと認識してお

ります。また、金利上昇傾向や分譲用地の取得ニーズの高まりは、デベロッパー企業間の熾烈な競争を招いております。

従いまして、当社は地域密着型の仲介事業を中核として有するメリットを最大限に活かし、単純な価格競争に巻き込ま

れることのないよう、戦略的な商品企画・価格設定・高品質住宅の提供を行う必要があります。

　以上の現状認識を踏まえ、主要事業である不動産仲介事業及び新築戸建分譲事業の強化並びに市場変化へ迅速に対応

できる組織体制の確立は、当社にとって当面の対処すべき課題と考えております。 
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３．経営成績及び財政状態
（1）経営成績

当中間会計期間におけるわが国経済は、大手企業を中心として、業績の改善や設備投資の増加傾向が顕著であり、個

人消費持ち直しの兆しも見られはじめています。しかしながら、新興国の旺盛な需要や地政学的リスクを背景とした原

材料価格の高騰は、国内外の経済に大きな影響与えるため、引き続き留意が必要な状況であります。

 不動産・住宅業界におきましては、一次取得者層の住宅購買意欲は引き続き堅調でありましたが、購入者の選別思考

は高まり、また、デベロッパー各社の用地取得競争も一層激化しております。

　このような環境の中、当社は、地域密着型営業を徹底し、高品質の住宅とサービスを適正価格で提供する企業姿勢を

堅持するべく、全社をあげて、刻々と変化する顧客ニーズに柔軟な対応ができる経営体制の整備に努めてまいりまし

た。

　当社が中核事業と位置づけております不動産仲介事業におきましては、近年に新規出店を致しました営業拠点の本格

的な業績寄与も含め、既存店の取引増加等により好調に推移しました。また、新築戸建分譲事業におきましては、建売

分譲方式への転換が影響し、販売機会ロスの減少や、建築工事効率化・スケールメリットによる収益改善が顕著となり、

大幅な増収を確保いたしました。

　この結果、当中間会計期間の売上高は2,604百万円（前年同期比31.7％増）、経常利益101百万円、中間純利益53百万

円となりました。

（2）財政状態

キャッシュ・フローの分析

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による資金の減少258,073千

円、投資活動による資金の減少13,836千円、財務活動による資金の増加418,932千円となり、資金は147,022千円増加

いたしました。この結果、当中間会計期間末の資金は912,246千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において営業活動における資金の減少は258,073千円となりました。これは、下期以降の販売に向け

た販売用地取得による棚卸資産の増加274,785千円及び税引前中間純利益100,746千円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において投資活動における資金の減少は13,836千円となりました。これは、九州における新規店舗

出店等に伴う有形固定資産の取得による支出5,899千円及び無形固定資産の取得による支出3,743千円等によるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において財務活動における資金の増加は418,932千円となりました。これは、不動産用地仕入資金の

調達のための短期借入金の純増額413,300千円及び社債発行による収入242,332千円並びに増資による新株発行による

収入143,320千円、長期借入金の返済による支出380,021千円によるものであります。　　　　　　　　　　　　　　
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（3）通期の見通し

　下半期の経済環境は、量的緩和政策の解除・増税等の金融財政改革論議や原材料価格の高騰等が不安定要素として挙

げられる一方、堅調な企業業績や民間設備投資の増加ならびに個人消費動向等に明るい見通しもあります。しかしなが

ら、秋には自民党総裁選が行われ、未だ不確定な部分も多いため、金融政策等の変化・影響は予測不可能な状況であり

ます。また、金利の先高感による住宅駆け込み需要等についての影響は、急激な金利上昇はないのではという現在の社

会的コンセンサスの状況下では軽微であると認識いたしておりますが、金利動向に敏感な潜在的住宅購入層の増加は十

分期待できるものと考えております。

　当社の取り組みといたしましては、特徴的なビジネスモデルの優位性を十分に発揮し、事業間シナジーを最大化する

ことにより、高収益な経営体質の確立に注力してまいります。

　通期の業績の見通しに関しましては、期初計画どおり、売上高6,960百万円（前期比14.7％増）、経常利益170百万円

（前期比4.9％増）、当期純利益95百万円（前期比63.7％増）を予想いたしております。

（注）　なお、通期の業績見通しについては、計画達成に向け全力を尽くしてまいる所存でございますが、予期しない経済環境の変化など

の様々な外部要因により変動する可能性があります。

（4）事業等のリスク

　不動産・住宅関連事業は、顧客の需要動向の影響を受けやすく、景気・金利・地価・税制の動向等に深い関連性を

もっております。金利上昇・雇用不安・所得低下・住宅減税措置の縮小・法的規制の強化等が顧客の不動産・住宅購入

意欲の低下を招き、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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４．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金 ※２ 314,407   938,333   788,303   

２　売掛金  6,623   3,730   14,522   

３　有価証券 ※２ 1,499   －   －   

４　たな卸資産 ※２ 2,901,886   2,013,105   1,738,319   

５　繰延税金資産  115,344   9,075   7,977   

６　その他 ※３ 59,963   36,695   22,849   

貸倒引当金  △8   △4   △19   

流動資産合計   3,399,716 91.7  3,000,936 90.9  2,571,953 89.7

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産           

(1）建物
※１
２

106,559   116,413   116,193   

(2）構築物 ※１ 1,073   944   1,004   

(3）車両運搬具 ※１ 7,102   3,261   4,670   

(4）工具器具備
品

※１ 8,375   9,943   10,285   

(5）土地 ※２ 92,875   92,875   92,875   

(6）建設仮勘定  20,842   －   －   

計  236,829   223,438   225,030   

２　無形固定資産  3,054   5,670   2,640   

３　投資その他の
資産

          

(1）投資有価証
券

 25,600   16,096   19,200   

(2）その他 ※２ 43,585   45,977   47,352   

貸倒引当金  △295   －   －   

計  68,890   62,073   66,552   

固定資産合計   308,774 8.3  291,182 8.8  294,223 10.2

Ⅲ　繰延資産   － －  8,707 0.3  2,160 0.1

資産合計   3,708,491 100.0  3,300,825 100.0  2,868,336 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１　営業未払金  421,144   336,051   401,232   

２　短期借入金 ※２ 1,603,100   1,322,000   908,700   

３　一年以内償還
予定社債

 －   50,000   －   

４　一年以内返済
予定長期借入
金

※２ 491,174   55,138   407,570   

５　未払法人税等  2,335   50,718   15,479   

６　賞与引当金  4,065   3,884   3,637   

７　製品保証引当
金

 6,562   8,095   7,590   

８　その他 ※３ 200,234   134,193   155,212   

流動負債合計   2,728,616 73.6  1,960,081 59.4  1,899,422 66.2

Ⅱ　固定負債           

１　社債  －   320,000   120,000   

２　長期借入金 ※２ 450,073   151,778   179,367   

３　繰延税金負債  5,749   1,876   3,094   

４　その他  －   1,700   2,108   

固定負債合計   455,822 12.3  475,354 14.4  304,569 10.7

負債合計   3,184,438 85.9  2,435,435 73.8  2,203,992 76.9

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   261,762 7.1  － －  261,762 9.1

Ⅱ　資本剰余金           

１　資本準備金  80,010   －   80,010   

資本剰余金合計   80,010 2.1  － －  80,010 2.8

Ⅲ　利益剰余金           

１　中間(当期)未
処分利益

 173,581   －   317,674   

利益剰余金合計   173,581 4.7  － －  317,674 11.1

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

  8,699 0.2  － －  4,897 0.1

資本合計   524,052 14.1  － －  664,344 23.1

負債資本合計   3,708,491 100.0  － －  2,868,336 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   － －  322,962 9.8  － －

２　資本剰余金           

(1）資本準備金  －   168,060   －   

資本剰余金合
計

  － －  168,060 5.1  － －

３　利益剰余金           

(1）その他利益
剰余金

          

繰越利益剰
余金

 －   371,314   －   

利益剰余金合
計

  － －  371,314 11.2  － －

株主資本合計   － －  862,336 26.1  － －

Ⅱ　評価・換算差額
等

          

１　その他有価証
券評価差額金

  － －  3,053 0.1  － －

評価・換算差額
等合計

  － －  3,053 0.1  － －

純資産合計   － －  865,390 26.2  － －

負債純資産合計   － －  3,300,825 100.0  － －
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,977,574 100.0  2,604,467 100.0  6,063,288 100.0

Ⅱ　売上原価   1,530,574 77.4  1,942,795 74.6  4,777,010 78.8

売上総利益   447,000 22.6  661,672 25.4  1,286,277 21.2

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

  522,868 26.4  547,775 21.0  1,070,490 17.6

営業利益又は
営業損失(△)

  △75,867 △3.8  113,897 4.4  215,786 3.6

Ⅳ　営業外収益 ※１  8,168 0.4  17,856 0.7  24,899 0.4

Ⅴ　営業外費用 ※２  38,973 2.0  30,711 1.2  77,862 1.3

経常利益又は
経常損失(△)

  △106,672 △5.4  101,042 3.9  162,823 2.7

Ⅵ　特別損失 ※３  36,047 1.8  296 0.0  42,071 0.7

税引前中間(当
期)純利益又は
税引前中間純
損失(△)

  △142,719 △7.2  100,746 3.9  120,752 2.0

法人税、住民
税及び事業税

 1,040   48,163   13,107   

法人税等調整
額

 △58,057 △57,017 △2.9 △1,057 47,106 1.8 49,253 62,360 1.0

中間(当期)純
利益又は中間
純損失(△)

  △85,702 △4.3  53,639 2.1  58,391 1.0

前期繰越利益   261,209   －   261,209  

合併引継未処
理損失

  1,926   －   1,926  

中間(当期)未
処分利益

  173,581   －   317,674  
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(3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計

繰越利益
剰余金

平成17年12月31日　残高
（千円）

261,762 80,010 80,010 317,674 317,674 ― 659,446

中間会計期間中の変動額        

新株の発行（千円） 61,200 88,050 88,050 ― ― ― 149,250

中間純利益（千円） ― ― ― 53,639 53,639 ― 53,639

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）
（千円）

― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

61,200 88,050 88,050 53,639 53,639 ― 202,889

平成18年６月30日　残高
（千円）

322,962 168,060 168,060 371,314 371,314 ― 862,336

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成17年12月31日　残高
（千円）

4,897 4,897 664,344

中間会計期間中の変動額    

新株の発行（千円） ― ― 149,250

中間純利益（千円） ― ― 53,639

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）
（千円）

△1,843 △1,843 △1,843

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△1,843 △1,843 201,046

平成18年６月30日　残高
（千円）

3,053 3,053 865,390
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(4）中間キャッシュ・フロー計算書

前事業年度においては、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりましたが、連結子会社がなくなったため、当

中間会計期間よりキャッシュ・フロー計算書を作成しており、前中間会計期間のキャッシュ・フロー計算書及び前事業

年度の要約キャッシュ・フロー計算書の記載を省略しております。

  
当中間会計期間

（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

  

税引前中間純利益  100,746

減価償却費  7,908

貸倒引当金の減少額  △14

受取利息及び受取配当金  △98

支払利息  20,213

固定資産除却損  296

売上債権の増加額  △1,372

たな卸資産の増加額  △274,785

仕入債務の減少額  △81,901

その他  1,845

小計  △227,162

利息及び配当金の受取額  104

利息の支払額  △18,943

法人税等の支払額  △12,071

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △258,073

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

  

定期預金の預入による支
出

 △3,007

有形固定資産の取得によ
る支出

 △5,899

無形固定資産の取得によ
る支出

 △3,743

その他  △1,185

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △13,836
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当中間会計期間

（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

  

短期借入金による純増加
額

 413,300

社債の発行による収入  242,332

株式の発行による収入  143,320

長期借入金の返済による
支出

 △380,021

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 418,932

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加
額

 147,022

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 765,224

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間
期末残高

※ 912,246
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

 

(1）有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1）有価証券

 

 

(1）有価証券

 

 

 

 

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

を採用しております。

 

 

(2）たな卸資産

個別法による原価法

(2）たな卸資産

同左

(2）たな卸資産

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については、定額法

によっております。

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっており

ます。

(1）有形固定資産

同左

 

 

(1）有形固定資産

同左

 

 

(2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいてお

ります。

(2）無形固定資産

同左

 

(2）無形固定資産

 

同左

 

 

(3）長期前払費用

均等償却によっております。

なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

(3）長期前払費用

同左

 

(3）長期前払費用

同左

 

３．引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

売上債権等の貸倒れに備えるた

め一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 

 

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、中間期末に在籍している従

業員に係る支給見込額のうち当

中間会計期間に負担すべき金額

を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、期末に在籍している従業員

に係る支給見込額のうち当期に

負担すべき金額を計上しており

ます。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

 

 

(3）製品保証引当金

当社の販売した住宅に対するア

フターサービス及びクレーム費

用の支出に備えるため、過去の

実績に将来の見込みを加味した

金額を計上しております。

(3）製品保証引当金

同左

(3）製品保証引当金

同左

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借手側）につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

同左 同左

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

───── 手許現金、随時引出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から3ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなって

おります。

─────

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

控除対象外消費税及び地方消費

税は当中間会計期間の費用とし

て処理しております。

(1）消費税等の会計処理

同左

 

(1）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

控除対象外消費税及び地方消費

税は当期の費用として処理して

おります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

固定資産の減損に係る会計基

準 

 ―――――― 当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第6

号　平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。 

 ――――――

 貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準

 ―――――― 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号　平

成17年12月9日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第8号　平成17年12月9日）

を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は865,390千円でありま

す。 

――――――

  なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 

 繰延資産の処理方法  ―――――― 社債発行費については、従来、

商法施行規則に規定する最長期間

（3年間）で均等償却を行っており

ましたが、当中間会計期間より、

「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い（案）」が公表されたこと

に伴い、当中間会計期間において新

たに支出した社債発行費については、

社債の償還までの期間にわたる定額

法により処理することに変更してお

ります。この変更により、経常利益

及び税引前中間純利益は459千円そ

れぞれ増加しております。 

 ――――――
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追加情報

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

 ――――― スプレッド方式による新株発行 

平成18年2月9日に実施した有償一

般募集による新株発行（6,000株）は、

引受価額（24,875円）で買取引受を

行い、当該買取価額とは異なる価格

（26,500円）で一般投資家に販売す

るスプレッド方式によっております。

スプレッド方式では発行価格の総額

と引受価額の総額との差額9,750千円

が事実上の手数料であり、引受価額

と同一の発行価格で一般投資家に販

売する従来の方式によった場合に比

べ、新株発行費の額と資本金及び資

本準備金の合計額は、それぞれ9,750

千円少なく計上されております。ま

た、従来の方式によった場合に比べ、

経常利益及び税引前中間純利益は同

額多く計上されております。 

「地方税等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年3

月31日に公布され、平成16年4月1日

以後に開始する事業年度より外形標

準課税制度が導入されたことに伴い、

当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年2月13日企業会計基準委員

会　実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が、4,727千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、そ

れぞれ同額減少しております。 
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年６月30日）

当中間会計期間末
（平成18年６月30日）

前事業年度末
（平成17年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

48,359千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

59,817千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

55,223千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

現金及び預金 6,804千円

有価証券 1,499千円

たな卸資産 2,365,765千円

建物 53,441千円

土地 85,245千円

差入保証金 1,500千円

計 2,514,257千円

たな卸資産 1,203,210千円

建物 75,452千円

土地 92,875千円

計 1,371,539千円

たな卸資産 1,109,336千円

建物 52,708千円

土地 92,875千円

計 1,254,920千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,563,100千円

一年以内返済予定
長期借入金

459,120千円

長期借入金 394,240千円

計 2,416,460千円

短期借入金 1,322,000千円

一年以内返済予定
長期借入金

13,116千円

長期借入金 47,127千円

計 1,382,243千円

短期借入金 803,700千円

一年以内返済予定
長期借入金

365,049千円

長期借入金 53,685千円

計 1,222,434千円

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ流動資産の「その他」に含めて

表示しております。

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ流動負債の「その他」に含めて

表示しております。

※３　　　　　　―――――

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 15千円

受取手数料 7,772千円

受取利息 4千円

受取手数料 14,312千円

受取利息 20千円

受取手数料 23,738千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 38,320千円 支払利息 18,957千円 支払利息 69,984千円

※３　特別損失のうち主要なもの ※３　特別損失のうち主要なもの ※３　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 29千円

固定資産売却損 17千円

役員退職金 36,000千円

固定資産除却損 296千円

  

  

固定資産除却損 6,053千円

固定資産売却損 17千円

役員退職金 36,000千円

　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額

有形固定資産 7,953千円

無形固定資産 401千円

有形固定資産 7,195千円

無形固定資産 712千円

有形固定資産 17,275千円

無形固定資産　　　

　　

815千円

　５　当社の売上高は、上半期に比べ下半期

に完成引渡をする物件の割合が大きい

ため、事業年度の上半期の売上高と下

半期の売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季節的変

動があります。

　５　　　　　――――――

 

 

　５　　　　　――――――
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

株式数（株）

当中間会計期間減少

株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

発行済株式数

普通株式 32,900 6,000 ― 38,900

合計 32,900 6,000 ― 38,900

(注）普通株式の発行済株式総数の増加6,000株は、平成18年2月9日付で実施した有償一般募集増資であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。 

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

該当事項はありません。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　（平成18年６月30日現在）

現金及び預金 938,333千円

預け入れ期間が3ヶ月超の
定期預金

△26,087千円

現金及び現金同等物 912,246千円

－ 17 －



（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 8,710 502 8,208

合計 8,710 502 8,208

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 8,448 2,013 6,435

合計 8,448 2,013 6,435

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

工具器具備品 12,448 3,239 9,209

合計 12,448 3,239 9,209

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

（注）同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,558千円

１年超 6,650千円

合計 8,208千円

１年内 1,514千円

１年超 4,920千円

合計 6,345千円

１年内 2,092千円

１年超 7,117千円

合計 9,209千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定して

おります。

（注）同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 395千円

減価償却費相当額 395千円

支払リース料 757千円

減価償却費相当額 757千円

支払リース料 1,708千円

減価償却費相当額 1,708千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成17年６月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 1,499 1,499 0

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

合計 1,499 1,499 0

２．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 10,954 25,600 14,645

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 10,954 25,600 14,645

当中間会計期間末（平成18年６月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 10,954 16,096 5,141

(2）債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

合計 10,954 16,096 5,141
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前事業年度末（平成17年12月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 10,954 19,200 8,245

(2）債券    

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

合計 10,954 19,200 8,245

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自平成17年１月１日　至平成17年６月30日）

　当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

　当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年１月１日　至平成17年12月31日）

　当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストックオプション等関係）

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

 （1）ストック・オプションの内容及び規模

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役

当社従業員

2名

5名
当社従業員 2名

ストック・オプションの付与数

（注） 
普通株式 2,260株 普通株式 80株

付与日 平成15年11月28日 平成16年４月13日

権利確定条件

権利行使時において、当社又は当社子

会社の取締役又は従業員の地位を有して

いるものとする。

権利行使時において、当社又は当社子

会社の取締役又は従業員の地位を有して

いるものとする。

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません

権利行使期間
自　平成17年11月29日

至　平成25年11月27日

自　平成18年４月18日

至　平成26年４月16日

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年5月31日付で１株を５株に、平成17年9月30日付で１株を２

株に株式分割を行っておりますので、上記株数は全て株式分割後で記載しております。
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 （2）ストック・オプションの変動状況

当中間会計期間において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については株式数に

換算して記載しております。

 ①ストック・オプションの数

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

権利確定前（株）

前事業年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

 

―

―

―

―

―

 

80

―

―

80

―

 権利確定後（株）

前事業年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

 

2,260

―

―

―

2,260

 

―

80

 ―

 ―

80

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年5月31日付で１株を５株に、平成17

年9月30日付で１株を２株に株式分割を行っておりますので、上記株数は全て株式分割後で記載

しております。

 ②単価情報

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

権利行使価格（円） 5,000 24,000

行使時平均株価（円） ― ―

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年5月31日付で１株を５株に、平成17

年9月30日付で１株を２株に株式分割を行っておりますので、上記価格は全て株式分割後で記載

しております。

（持分法損益等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 31,857.28円

１株当たり中間純損失
金額

5,209.86円

１株当たり純資産額 22,246.54円

１株当たり中間純利益
金額

1,426.32円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額

1,390.68円

１株当たり純資産額 20,192.84円

１株当たり当期純利益
金額

1,774.82円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失であるため、記載しておりま

せん。

当社は、平成17年５月31日付で株式１

株につき５株の株式分割を行っており

ます。

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

１株当たり純資産額 37,361.05円

１株当たり当期純利益
金額

3,115.78円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。

当社は、平成17年9月30日付で株式１株

につき２株の株式分割を行っておりま

す。

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期間に

おける１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 3,185.73円

１株当たり中間純利益
金額

520.99円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上場

（平成18年２月10日に証券会員制法人

福岡証券取引所Ｑ-Ｂｏａｒｄ市場に

上場）であり、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。

当社は、平成17年５月31日付で株式１

株につき５株の株式分割を行っており

ます。また平成17年９月30日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

１株当たり純資産額 18,680.53円

１株当たり当期純利益
金額

1,557.89円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。
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　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

前中間会計期間

(自　平成17年１月１日

至　平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年１月１日

至　平成18年６月30日)

前事業年度

(自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中

間純損失金額

中間（当期）純利益又は中間純損失（△）（千円） △85,702 53,639 58,391

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－)

普通株式に係る中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円）
△85,702 53,639 58,391

期中平均株式数（株） 16,450 37,607 32,900

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益調整金額（千円） － － －

普通株式増加数（株） － 964 －

（内新株予約権）(株) － 964 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

 

 

―――――

 

 

 

 

―――――

 

 

 

 

1.平成15年11月28日臨時株

主総会決議の商法第280

条の20及び21の規定に

基づく新株予約権2,260

個

2.平成16年４月13日臨時株

主総会決議の商法第280

条の20及び21の規定に

基づく新株予約権80個
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．株式分割

平成17年９月11日開催の当社取締

役会の決議に基づき、平成17年９

月30日付をもって次のとおり株式

分割を行いました。

(1）分割方法

平成17年９月29日現在の最終の

株主名簿に記載された株主の所

有株式数を１株につき２株の割

合をもって分割する。

(2）分割により増加する株式数

普通株式　　　　16,450株

(3）配当起算日

平成17年７月１日

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報並びに

当期首に行われたと仮定した場

合の当中間会計期間における１

株当たり情報は、それぞれ以下

のとおりとなります。

当中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資

産額

１株当たり純資

産額

15,928.64円 18,680.53円

１株当たり中間

純損失金額

１株当たり当期

純利益

2,604.93円 1,557.89円

なお、潜在株式

調整後１株当た

り中間純利益金

額については、

１株当たり中間

純損失であるた

め、記載してお

りません。

なお、潜在株式

調整後１株当た

り当期純利益金

額については、

新株予約権の残

高はありますが、

当社株式が非上

場であり、期中

平均株価が把握

できませんので

記載しておりま

せん。

 ――――― １．新株式の発行について

　当社は平成18年１月11日証券会

員制法人福岡証券取引所より上場

承認を受け、平成18年２月10日に

証券会員制法人福岡証券取引所Ｑ

－Ｂoardに株式上場いたしまし

た。

　株式上場にあたり、平成18年１

月11日及び平成18年１月20日開催

の取締役会において、下記のとお

り新株式の発行を決議し、平成18

年２月９日に払込が完了いたしま

した。

　この結果、平成18年２月９日付

で資本金は322,962千円、発行済

株式数は38,900株となっておりま

す。

(1）募集方法

一般募集（ブックビルディング

方式による募集）

(2）発行する株式の種類及び数

普通株式　　　　6,000株

(3）発行価格

１株につき　　　26,500円

一般募集はこの価格にて行いま

した。

(4）引受価額

１株につき　　　24,875円

この価額は当社が引受人より１

株当たりの新株式払込金として

受取った金額であります。

なお、発行価格と引受価額との

差額は、引受人の手取り金とな

ります。

(5）発行価額

１株につき　　　20,400円

資本組入れ額　　10,200円

(6）発行価額の総額　122,400千円

(7）払込金の総額　　149,250千円

(8）資本組入額の総額 61,200千円

(9）払込期日　　 平成18年2月9日

(10）配当起算日　平成18年1月1日

(11）資金の使途

運転資金（不動産購入資金）
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前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

２．第１回無担保社債の発行

当社は、平成17年９月16日開催の

当社取締役会の決議に基づき、次

のとおり第１回無担保社債の発行

を行いました。

(1）社債の名称

株式会社ハウスフリーダム第１

回無担保社債（株式会社三井住

友銀行・大阪府中小企業信用保

証協会共同保証付）

(2）社債の総額：120,000,000円

(3）発行価額：額面100円につき100

円

(4）償還価額：額面100円につき100

円

(5）償還方法及び期限

平成20年９月26日に全額一括償

還

(6）発行日：平成17年９月28日

(7）利率：0.72％

(8）資金使途：事業資金

 ――――― ２．第２回無担保社債の発行

当社は、平成18年２月23日開催の

当社取締役会の決議に基づき、次

のとおり第２回無担保社債の発行

を行いました。

(1）社債の名称

株式会社ハウスフリーダム第２

回無担保社債（株式会社西日本

シティ銀行保証付）

(2）社債の総額：50,000,000円

(3）発行価額：額面100円につき100

円

(4）償還価額：額面100円につき100

円

(5）償還方法及び期限

平成19年２月28日から平成21年

２月27日までの期間で定時償還

(6）発行日：平成18年２月28日

(7）利率：0.81％

(8）資金使途：事業資金

 

３．第３回無担保社債の発行

当社は、平成18年３月10日開催の

当社取締役会の決議に基づき、次

のとおり第３回無担保社債の発行

を行いました。

(1）社債の名称

株式会社ハウスフリーダム第３

回無担保社債（株式会社りそな

銀行保証付）

(2）社債の総額：200,000,000円

(3）発行価額：額面100円につき100

円

(4）償還価額：額面100円につき100

円

(5）償還方法及び期限

平成18年９月27日から平成23年

３月25日までの期間で定時償還

(6）発行日：平成18年３月27日

(7）利率：1.32％

(8）資金使途：運転資金
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５．生産、受注及び販売の状況

（1）受注状況

当中間会計期間の受注状況を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

 事業区分

当中間会計期間

（自　平成18年１月１日

　　至　平成18年６月30日）

 受注高

 （千円）

 前年同期比

（％） 

 受注残高

 （千円）

 前年同期比

 （％）

 不動産仲介事業 － － － －

 新築戸建分譲事業 － － － －

 建設請負事業 178,269 107.9 95,150 100.7

 損害保険代理事業 － － － －

 合計 178,269 107.9 95,150 100.7

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額に消費税等は含まれておりません。

３．上記の事業区分の建設請負工事業以外につきましては、受注実績はありません。

（2）販売実績

当中間会計期間の販売実績を事業区分別・地域別に示すと、次のとおりであります。 

 事業区分

当中間会計期間

（自　平成18年１月１日

　　至　平成18年６月30日）

 件数
 前年同期比

 （件数）

 金額

 （千円）

 前年同期比

 （％）

 近畿 364 49 251,276 120.9

 東海 2 2 394 －

 九州 8 8 4,548 －

 不動産仲介事業 374 59 256,219 123.3

 近畿 73 27 2,229,012 149.3

 新築戸建分譲事業 73 27 2,229,012 149.3

 近畿 7 △5 103,595 39.5

 建設請負事業 7 △5 103,595 39.5

 損害保険代理事業 － － 15,640 107.8

 合計 454 81 2,604,467 131.7

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．件数欄については契約件数を表示し、土地のみの販売も１件として記載しております。

３．地域別の分類は、物件の属する地域によって分類しております。

４．中古物件及び土地のみの販売は、新築戸建分譲事業に分類しております。
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